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研究要旨 
【背景】テレワークの常態化により柔軟な働き方が可能となる一方で、身体活動量の低下や生活習慣の乱
れ、作業環境の不備など、新たな健康課題が懸念されている。そこで本研究では、安全衛生に配慮したテレ
ワークを社会で推進することを目的に、課題①テレワークの状況の把握、課題②テレワークの健康影響の解
明、課題③テレワーカーへの介入策の検討を実施し、その成果を踏まえて社会実装を見据えた実践的ガイド
の作成を目指した。研究期間は 3 年間であり、本報告では最終年度である 3 年目の研究成果を総括する。 
【方法】課題①では、JASTIS 調査（n＝8,292）を用いて、テレワーク頻度と嗜好品使用（タバコ・飲酒）
との関連を横断的に分析した。課題②では、MYLS スタディ（n＝8,620）および不動産建設業の従業員（n
＝42～85）を対象とした縦断データを用い、テレワークが生活習慣、体力、体重、腰痛等に与える影響を検
討した。課題③では、6 企業 334 名を対象に、12 週間のクラスターランダム化比較試験を実施し、自宅環
境改善・身体活動促進・腰痛対策を統合した多要素介入プログラムの効果を評価した。さらに、これらの研
究成果を基に行動目標と支援策を整理し、研究参加者や産業保健職からの意見を反映の上、企業の健康管理
担当者および産業保健専門職を主な対象としたガイドを作成した。 
【結果】課題①では、週 1 日以上テレワークを実施している群において、タバコ依存および問題飲酒の有病
率が有意に高いことが確認された。課題②では、テレワークが睡眠や食行動には好影響を与える一方で、身
体的不活動や体重増加との関連も明らかとなった。課題③では、主に非対面型（メールや動画）の介入によ
り、自宅照度の改善および主観的腰痛の軽減が認められた。これらの成果をもとに、テレワーク下での健康
課題に対応するための対策を体系化したガイドを作成し、動画などのツールとともに無償公開した。 
【結論】本研究を通じて、テレワークに伴う健康影響の実態が明らかになり、その一部に対する対策の有効
性も示された。最終成果物であるガイドは、科学的エビデンスと実務的知見を統合したものであり、企業に
おける安全衛生に配慮したテレワークの推進に資することが期待される。今後は、本ガイドの普及啓発を進
めるとともに、実際の活用状況や効果についての検証が求められる。
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Ａ．研究目的 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大を
契機として、テレワークはわが国の労働環境に急速
に浸透し、定着した。これにより、通勤負担の軽減や
柔軟な勤務形態の実現といった利点が享受される一
方で、長時間の座位、身体活動量の低下、作業環境の
不備、コミュニケーション不足、生活習慣の乱れとい
った健康課題も顕在化している。これらの健康リス
クは、筋骨格系の不調や生活習慣病の発症リスクを
高め、最終的には労働生産性の低下や健康格差の拡
大につながる可能性がある。 

しかしながら、テレワークに起因する健康リスク
の実態や要因の科学的解明、ならびにその対応策の
構築に関するエビデンスは国内外においても限られ
ており、とくに日本におけるテレワーカーを対象と
した系統的かつ実践的な研究は依然として不足して
いる。また、既存の研究で得られた知見が産業保健の
現場で実装・活用されているとは言い難く、エビデン
スと実務との乖離（エビデンス・プラクティスギャッ
プ）が課題となっている。 

そこで本研究班では、テレワークの常態化が労働
者の心身の健康に及ぼす影響を多角的に明らかにし、
その成果をもとに労働安全衛生上の課題に対応する
ためのエビデンスに基づいた対策を開発し、実装に
つなげることを目的として以下の 3 つの課題を設定
した。 

課題①：テレワークの状況の把握 
課題②：テレワークの健康影響の解明 
課題③：テレワーカーへの介入策の検討 

 さらに、課題①～③の成果をもとに「ガイド」を作
成し、企業の健康管理担当者や経営層、産業保健専門
職等が、本研究の成果を現場で活用できるようにす
ることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
課題①：テレワークの状況の把握 

令和 6 年度は、テレワークに伴う健康行動、特に
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嗜好品に関する傾向を把握することと目的とした。 
1. 研究デザイン：横断研究 
2. 研究対象者：2023 年 2 月に実施された Japanese 

Society and New Tobacco Internet Survey
（JASTIS）のインターネット調査に回答した 18
～64 歳の就業者 8,292 名 

3. 主な測定項目：テレワーク頻度（週 0 日、1 日未
満、週 1 日以上）、タバコ依存（Tobacco 
Dependence Screener：TDS）、問題飲酒（Alcohol 
Use Disorders Identification Test：AUDIT）、主
観的健康感、慢性疾患、精神疾患歴など 

4. 主な統計解析手法：多変量ポアソン回帰モデル
（性別・年齢・学歴・婚姻状況・健康状態等を調
整） 

課題②：テレワークの健康影響の解明 
令和 6 年度は、主に 2 つの縦断研究によって、テ

レワークが生活習慣、体力、体重、心血管リスク等
におよぼす影響を明らかにした。 
1. 研究デザイン：1 年間の縦断研究 
2. 研究対象者：①明治安田ライフスタイル研究

（Meiji Yasuda LifeStyle study；MYLS スタディ）
に参加した勤労者 8,620 名、②都内の不動産建設
業の企業に勤務する 42～85 名（アウトカムによ
って分析対象者数が違う） 

3. 主な測定項目：①健康診断データおよび調査票
から得られた 6 領域 25 個の健康・well-being 指
標、②加速度計で測定された歩数、体重、体脂肪
率、体力テスト（椅子立ち上がり等）、腰痛など 

4. 主な統計解析手法：①ベースライン前の共変量
（2021 年）を調整した、縦断的アウトカムワイ
ドアプローチ、重回帰／ロジスティック回帰／
修正ポアソン回帰分析、②対応のあるｔ検定お
よび 2 時点の差の比較検定 

課題③：テレワーカーへの介入策の検討 
 テレワーカーを対象とした多要素介入プログラム
を開発し、効果を検証した。 
1. 研究デザイン：クラスターランダム化比較試験 
2. 研究対象者：週 1 回以上テレワークを行う 18～

64 歳の成人 334 名、6 企業、部署単位のクラス

ターで割り付け（介入群 170 名、対照群 164 名） 
3. 介入期間：12 週間 
4. 介入戦略：自宅環境改善、身体活動促進、腰痛対

策を主なコンテンツとした介入プログラムで、
以下の 5 要素から構成された（ただし、②の歩数
競争については、企業側がすでに開催している
等の理由から実施できなかった）。 
① 個人戦略：測定結果のフィードバック、定期

メール配信、講義や体操動画の視聴 
② 社会文化的戦略：歩数競争 
③ 物理的戦略：ポスター、卓上ポップ 
④ 組織的戦略：管理職からの支援メッセージ 

5. 主な測定項目：加速度計による歩数、環境センサ
による温湿度・照度・騒音、質問票による腰痛程
度・体操実施率・主観的改善感・プレゼンティー
ズム・環境満足度など 

6. 倫理的配慮：明治安田厚生事業団の研究倫理委
員会にて審査・承認を受けた上で実施 

ガイド作成 
 最終成果物として、課題①～③の研究成果と実践
的知見を集約したガイドを作成した。 
1. コンセプト 

① 主な読者を企業の健康管理担当者、経営層、
産業保健専門職とする 

② 忙しい企業担当者でも読みやすいよう、コン
パクトで明解な構成とする 

③ 中小企業でも実行可能な内容とし、専門職以
外にも理解しやすくする 

④ 研究班作成の動画等の無料コンテンツにリン
クし、実践を支援する 

2. 主なコンテンツ 
テレワーク下で心身の健康を積極的に維持・向上

させる働き方として、「アクティブ・テレワーク」と
いう概念を提唱し、その実現に向けて次の 5 つの対
策を提示した 

① 自宅環境整備 
② 身体活動促進 
③ 腰痛対策 
④ 食・嗜好品対策 
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⑤ コミュニケーション促進 
 各対策は共通フォーマットにより構成し、テレワ
ーク従業員に実施を促したい 3 つの行動目標
（Check Points）と、企業の支援策としての 5 つの
取り組み項目（Action List）を提示した。 
3. 実践的知見の収集と反映 
 現場に適応可能なガイドを作成するために、課題
③の介入研究の参加者および企業担当者にインタビ
ューを行った。加えて、産業保健で働く専門職や企
業の健康管理担当者が参加する産業保健研究会（さ
んぽ会）にてガイドの原案を提示し、改善点や加え
てほしい情報等についての意見を収集した。 
 
Ｃ．研究結果 
課題①：テレワークの状況の把握 

週 1 日以上テレワークを行っている者は、非実施
者に比べ、タバコ依存スクリーニングの陽性率
（TDS≥5）および問題飲酒（AUDIT≥8）の割合が
有意に高かった。特に、主観的健康感が低い者や、
慢性疾患・精神疾患の既往を有する者では、タバコ
依存や問題飲酒のリスクがより顕著であった。 
課題②：課題②：テレワークの健康影響の解明 
 MYLS スタディのデータ分析では、週 5 日以上の
在宅勤務は、1 年後の遅い夕食および睡眠による休
息不足のリスク低下と有意に関連していた。一方、
テレワークは 1 年後の身体的不活動のリスク増加と
関連しており、テレワークが健康行動に与える影響
の正負の両面が確認された。身体的健康（心血管代
謝系指標）、心理的健康、well-being、仕事能力との
関連性については明確な関連は見出されなかった。 

建設企業における 1 年後の追跡調査では、テレワ
ーク頻度は全体的に低下していたものの、テレワー
ク頻度が高いと体重の増加傾向が認められた。一方、
椅子立ち上がり回数の変化や腰痛の有無については、
テレワーク頻度との明確な関連は認められなかった。 
課題③：テレワーカーへの介入策の検討 

作業環境整備の観点から、テレワーカーの自宅の
照度が推奨基準（300 lx）を大きく下回っている実態
が明らかとなった。介入群では照度が平均+39 lx 改

善し、対照群では－36 lx 低下しており、群間での有
意な差が確認された。テレワーク環境整備行動スコ
アについては有意差を示さなかったが、介入群の
44.7%が環境改善動画を視聴し、そのうち 68.3%が
実際に改善行動を実施したと回答していた。 

身体活動量に関しては、全体解析において加速度
計で測定された歩数の有意な改善は認められなかっ
たが、今後条件を満たす対象者に限定した再解析が
予定されている。 

腰痛に関するアウトカムについては、ベースライ
ン時点で腰痛を有していた対象者（介入群：56%、
対照群：63%）に対し解析を実施した。介入後の腰
痛の程度、腰痛による支障度、腰痛リテラシーには
有意な変化は認められなかったものの、週 1 回以上
の体操実施率は介入群で有意に増加した。また、主
観的改善感において、「改善」と回答した割合は介入
群で有意に高く（28% vs. 9%）、一定の介入効果が確
認された 
ガイド作成 

2025 年 3 月には、さんぽ会の月例会を実施し、産
業保健で働く専門職等 85 名が参加した。作成中で
あったガイドの原案を提示したところ、「テレワーカ
ーの健康課題がよく理解できた」「照度不足に驚いた
のですぐ取り組む「他社事例が知りたい」「無料で使
えるのはありがたい」「エビデンスは上層部の説得材
料になる」「簡易な体力測定の方法も知りたい」
「8,000 歩の目標は難しい」など多くの意見が寄せ
られた。これらのフィードバックを反映し、本研究
の最終成果物として「企業担当者のための健康に配
慮したテレワーク実践ガイド ― アクティブ・テレ
ワークのすすめ」を作成した。本ガイドは、企業内
での印刷を想定し、A4 版 20 ページ、モノクロ印刷
でも視認性の高いデザインとした。ガイドはホーム
ページ上 1)に無償公開され、介入研究で開発した動
画等の関連コンテンツも併せて提供されている。 

 
Ｄ．考察 

本研究では、安全衛生に配慮したテレワークを社
会で推進することを目的に、課題①全国的なテレワ
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ークの状況の把握、課題②テレワークの健康影響の
解明、課題③テレワーカーへの介入策の検討を行っ
た。研究計画に沿って、3 年目（令和 6 年度）は、
課題①②は主にデータ解析を行い、課題③は介入研
究を完遂した。加えて、研究成果をまとめたガイド
を作成した。 

本年度の研究によって、嗜好品（タバコ・飲酒）
や体重増加といったテレワークに関連する健康リス
クが明らかになる一方で、睡眠や夕食のタイミング
などの生活習慣面では改善傾向も認められ、テレワ
ークが健康に与える影響には多面的な特徴があるこ
とが示唆された。なお、健診データや心理的健康に
ついては、テレワークとの明確な関連が認められな
かったが、追跡期間が短いため、今後はより長期の
追跡が必要であると考えられた。 

介入研究については、実社会での適応可能性を考
慮して、主に非対面（メールや動画）による介入戦
略を採用した。その結果、自宅の照度や腰痛におい
ては効果が認められたものの、歩数等の身体活動関
連アウトカムにおいては有意な改善が得られなかっ
た。プロセス評価からは動画の視聴率がやや低調で
あった可能性が見いだされ、メールで連絡するだけ
でなく、その他の介入手法を組み合わせる必要が示
唆された。 

一方、参加者インタビューでは「活動量や環境の
測定で気づきがあった」という意見が多く寄せられ、
テレワーカーの健康支援は、「健康課題や生活習慣の
見える化」が、行動変容を促す有効な戦略である可
能性が示唆された。 

本研究班では、産業保健の現場で研究成果が活用
されることを重視し、企業担当者を主な対象とする
実践的なガイドを作成した。健康増進や医療分野で
は学術知見の蓄積が進んでいる一方で、現場での実
践には結びついていないというエビデンス・プラク
ティスギャップが依然として存在している。本ガイ
ドはこのギャップを踏まえ、科学的エビデンスと現
場の実務知を統合し、テレワークにおける健康課題
への対応策をできる限りわかりやすく提示するよう
配慮した。今後は、より多くの企業担当者・産業保

健職等への普及啓発を進めるとともに、実際の活用
状況を調査する必要がある。 

 
Ｅ．結論 

本年度の研究を通して、テレワーカーにおける嗜
好品（タバコ・飲酒）の問題や体重増加という健康
課題が明らかになった。一方で、夕食のタイミング
や睡眠などの生活習慣には良い影響があることも確
認された。また、包括的な介入プログラムにより、
テレワーカーの自宅の照度や腰痛が改善する可能性
が示唆された。3 年間の研究成果と実践的知見をま
とめたテレワークガイドが作成され、公開された。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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